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    ■
策
定
の
趣
旨
 

　
下
野
市
は
、
平
成
18
年
1
月
に

旧
三
町
の
合
併
に
よ
っ
て
誕
生
し
、

そ
の
直
後
か
ら「
行
政
改
革
大
綱
」

や
「
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
な
ど
の

策
定
と
実
施
項
目
の
実
行
を
通
じ

て
、
合
併
後
の
行
政
の
ス
リ
ム
化

を
図
る
よ
う
努
め
て
き
ま
し
た
。
 

　
こ
れ
ま
で
は
、
合
併
後
の
市
の

行
政
運
営
体
制
の
確
立
を
図
り
な

が
ら
、
庁
内
の
意
思
決
定
機
能
の

強
化
や
各
種
施
設
の
運
営
の
見
直

し
、
さ
ら
に
市
民
に
よ
る
行
政
改

革
推
進
委
員
会
の
設
置
と
行
政
評

価
第
三
者
評
価
の
実
施
な
ど
、
具

体
的
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
き
ま

し
た
。
 

　
こ
れ
ら
の
背
景
を
踏
ま
え
て
、

現
行
の
行
政
改
革
大
綱
の
取
り
組

み
を
継
承
し
な
が
ら
、「
量
」「
質
」

の
両
面
か
ら
行
政
改
革
に
取
り
組

む
と
同
時
に
、
市
民
と
の
協
働
を

さ
ら
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
指
し

て
、
第
二
次
下
野
市
行
政
改
革
大

綱
を
策
定
し
ま
し
た
。
 

  ■
実
施
期
間
 

　
平
成
22
年
度
か
ら
26
年
度
ま
で

の
5
年
間
 

 ■
基
本
方
針
 

　
次
の
3
つ
の
基
本
方
針
に
基
づ

い
て
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と

効
率
的
な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
構

築
を
目
指
し
ま
す
。
 

  
量
的
側
面
の
改
善
 

　
市
自
ら
が
責
任
を
も
っ
て
行
財

政
の
持
続
性
を
担
保
し
て
い
く
た

め
に
、
不
要
不
急
、
重
複
事
業
の

改
廃
な
ど
事
務
事
業
の
不
断
な
き

見
直
し
と
行
政
組
織
、
公
共
施
設
、

サ
ー
ビ
ス
の
抜
本
的
な
見
直
し
に

よ
る
ス
リ
ム
化
と
効
率
的
な
運
営

を
推
進
し
ま
す
。
 

 　
質
的
側
面
の
向
上
 

　
改
革
の
取
り
組
み
を
実
行
す
る

た
め
に
、
行
財
政
運
営
体
制
を
一

層
充
実
さ
せ
る
ほ
か
、
単
な
る
縮

小
・
合
理
化
に
終
始
す
る
こ
と
な

く
職
員
の
資
質
向
上
に
努
め
、
限

ら
れ
た
経
営
資
源
の
中
で
、
市
民

起
点
に
立
っ
た
行
政
経
営
を
目
指

し
ま
す
。
 

  
更
な
る
協
働
の
推
進
 

　
厳
し
い
行
政
改
革
を
推
進
す
る

た
め
に
は
、
市
民
・
議
会
の
理
解

を
得
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
行
政
情
報
の
市
民

と
の
共
有
、
透
明
性
の
拡
大
は
も

ち
ろ
ん
の
こ
と
、
身
内
に
甘
い
改

革
と
な
ら
な
い
よ
う
外
部（
第
三

者
）機
関
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能

を
強
化
す
る
な
ど
、
市
民
と
と
も

に
行
政
改
革
を
進
め
る
参
加
型
の

行
政
運
営
を
一
層
推
進
し
ま
す
。
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行政改革大綱とは… 

大
綱
の
概
要
 

●平成21年7月 
　「第二次行政改革大綱策定方針」の策定 
●平成21年7月～22年1月 
　行政改革推進本部による検討 
●平成21年11月 
　行政改革推進委員会 
●平成21年12月 
　行政改革推進委員会 
●平成22年1月 
　行革大綱（案）に関するパブリックコメント 
●平成22年2月 
　行政改革推進委員会 
　第二次行政改革大綱・実施計画の策定 
●平成22年3月 
　第二次行政改革大綱・実施計画の公表 

策定の経緯 

を策定しました！ 

自治体経営を変革していくために、行政改革の取り組み全体について明らかにし
たものです。市の将来像を明らかにした「総合計画」を着実に進めるために、仕
事のあり方や考え方を変革し、行政のあるべき姿を示す指針となるものです。 


